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政策評価結果の概算要求
への反映状況

○本施策については、以下（１）～（５）のとおり目標達成の度合いを測定しているところ。
（１）我が国建設企業の海外建設受注高2.0兆円（平成32年度）
（２）入契法に基づく施策の実施状況（入札監視委員会等第三者機関の設置の状況100％（平成28年））
（３）専門工事業者の売上高営業利益率3.00％（平成30年度）
（４）建設技能労働者の過不足状況（①不足率絶対値1.2％以下(平成28年度)、②技能工のＤ．Ｉ．絶対値30ﾎﾟｲﾝﾄ以下(平成28年度)）
（５）建設関連業登録制度に係る申請から登録処理までの所要日数の低減率3割減（44.72日）（平成29年度）

○評価結果を踏まえると、今後とも、中小・中堅建設企業をはじめとした建設企業の経営基盤の強化や海外展開の推進を図るとともに、建設業における
担い手の確保・育成に向けて、適正な賃金水準の確保や若手の早期活躍の推進、女性の更なる活躍など、総合的な取組の強化を図る。

評価方式 総合･実績･事業 番号 9-32
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 国土交通省本省

● 2 一般 地方整備局

● 3 一般 北海道開発局

1,707,454

28年度
概算要求額

1,371,896

320,936

14,622

1,707,454

1,287,447

1,287,447

27年度
当初予算額

957,500

315,769

14,178

事項

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

建設市場の環境整備の推進に必要な経費北海道開発行政推進費

予算額

合計

建設市場の整備を推進する 9-32

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

政策名

政策評価調書（個別票2）

【政策に含まれる事項の整理】

建設市場の環境整備の推進に必要な経費

項

建設市場整備推進費

地方整備推進費 建設市場の環境整備の推進に必要な経費

政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 9-32
（千円）

27年度
当初
予算額

28年度
概算要求額

増△減額

政策評価結果の概算要求への反映内容事務事業名 整理番号

政策評価調書（個別票3）

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)

合計

予算額

建設市場の整備を推進する

該当なし

政策名


